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Ⅰ 我が国の失われた30年
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①日経平均株価は史上最高を記録したが・・・

2024年2月22日に日経平均株価は、

バブル期の1989年12月29日に記録した

38,915円以来の史上最高値39,166円を

記録した。

長く続いた低経済成長からの脱却が期

待されている。

しかし、本当に失われた30年と呼ばれた

低迷期を脱したと言えるのか。

出所：日経平均プロフィル(日本経済新聞社) に基づき筆者作成

単位（円）

（年次）

Ⅰ 我が国の失われた30年
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②人口減少・少子高齢化は歯止めがかかっておらず

2015年国勢調査で日本の人口が初めて
減少

2020年調査ではさらに約94万人減少

高齢化率（65 歳以上人口割合）：

26.6％→28.6％(▲2.0ポイント）

2060年代には、日本の人口は8000万人
高齢化率は40％

2050年までに消滅可能性都市

８９６／１，７９９→７４４／１，７２９

移民による下支えが前提

※国立社会保障・人口問題研究所「総人口及び年齢構造係数:出生中位(死亡中位)推計」

（令和5年推計） に基づき筆者作成

※「日本創成会議」(2014）、「人口戦略会議」(2024）公表資料

単位（千人）

（年次）

Ⅰ 我が国の失われた30年
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普通国債残高、借入金、地方債務
残高など国・地方の双方について
集計した「国及び地方の長期債務
残高」は1285兆円。（2023年度末）

国民１人当たりでは約１千万円を超
える。

主要先進国の中で最悪の水準。

（対GDP比215％）

コロナ禍でさらに悪化
（年次）

※財務省「財政関係基礎データ」（令和6年4月）に基づき筆者作成

Ⅰ 我が国の失われた30年

③国家財政・地方財政は悪化の一途を辿っている

単位（兆円）
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経常収支比率は、経常経費充当
一般財源（人件費、扶助費、公債
費等）が、経常一般財源（地方税
、普通交付税等）に対し、どの程
度の割合となっているかをみるこ
とにより財政構造の弾力性を判断
するものである。

数値が100％に近いほど悪い。

地方の経常収支比率は、92.4％（
令和4年度）となり、19年にわたり
90％を上回っている。

（年次）
※総務省「令和6年版地方財政白書」に基づき筆者作成

Ⅰ 我が国の失われた30年

③ー２ 地方公共団体の経常収支比率は（R3を除く）19年にわたり90％超

（単位：％）
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④実質ＧＤＰ成長率は主要先進国中で最下位

失われた30年を表す代表的な一
つの指標にGDP（国内総生産）が
ある。

GDP（国内総生産）は、国際競争
力の重要な指標でもある。

我が国のGDP伸び率は主要先進
国（アメリカ、英国、ドイツ、フラン
ス、日本）の中で、最下位に位置
する。

出所：内閣府「令和4年度経済財政報告」に基づき筆者作成

Ⅰ 我が国の失われた30年
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1990年=100とした場合の成長率

（年次）



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

④ー２ 地方の総生産（滋賀県実質県内総生産の例）も低経済成長

地方自治体はどうか。

滋賀県県内総生産の推移をみて

みても、この20年間、低経済成長
であることが分かる。

2001年＝5兆2801億円→ 2020年
＝6兆7,984億円

出所：滋賀県民経済計算年報（令和2年版）に基づき筆者作成

Ⅰ 我が国の失われた30年
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単位：100万円

（年次）



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

⑤国際競争力は35位まで低下

失われた30年を表す代表的な
一つの指標にIMD（国際経営開
発研究所）の発表する「国際競
争力」がある。

日本は1989年時には1位であっ
たが、2023年時には35位にまで
低下している。

この競争力は4つの大きな分野
から算出されている。すなわち
①経済状況、②政府の効率性
③ビジネスの効率性、④インフラ
である。

出所：IMD「世界競争力年鑑」（2023） に基づき筆者作成

Ⅰ 我が国の失われた30年
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単位（位）
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まとめ

・日経平均株価がバブル期以来35年ぶりに史上最高を記録し、
“失われた30年”からの脱却が期待されている。

・しかし、依然として、人口減少・少子高齢化は歯止めがかかってお
らず、国家財政・地方財政は悪化の一途を辿っている。

・“失われた30年”とは一体何だったのか？

・実質ＧＤＰ成長率は主要先進国中で最下位に位置し、国際競争力
はバブル期の1位から35位までに転落した。

・その中でも一番問題視されているのが“生産性”である。
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Ⅱ 生産性とは何か
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Ⅱ 生産性とは何か

◆生産性とは何か

13

生産性（労働生産性） ＝
アウトプット（生産量や付加価値） ÷ 

インプット（投入する人数や設備、時間）

細かく言えば、物的生産性と付加価値生産性がある。

生産性向上のためには・・・

①生産量・付加価値を上げる、
②効率をよくする（人員やコストを下げる、業務を改善する）
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①我が国の労働力人口の推移

我が国の労働力人口は

1989年＝6270万人→2019年には
6886万人と微増で推移している。

15-64歳人口が

1989年＝8552万人→2019年には
7510万人と減少しているにも関わら
ず微増で推移しているのは、就業率
が上がっているためである。

働かずにはいられないからとも言え
る。

出所：2001年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002年以降は「労働力調査 詳細集計」

Ⅱ 生産性とは何か

14

単位：万人

（年次）
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②我が国の非正規雇用労働者の推移

我が国の非正規雇用労働者の割合
はこの30年増加し続けている。

1989年＝19.1％→2019年には38.3
％と倍増している。

我が国は生産性を上げるために、
正規雇用労働者を削減し、ひたすら
非正規雇用労働者を増やし続けて
きた。

健全な意味で多様な雇用形態があ
っていいが、問題はその労働環境で
ある。

出所：2001年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002年以降は「労働力調査 詳細集計」

Ⅱ 生産性とは何か
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単位：％

（年次）
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③我が国の一人当たり実質賃金の推移

我が国のこの30年の一人当たり実
質賃金の成長率は、主要先進国（ア
メリカ、英国、ドイツ、フランス、日本
）の中で、最下位に位置する。

この30年の間、我が国は、国内総生
産も成長せず、賃金も成長してこな
かったのである。

さらに、正規雇用労働者と非正規雇
用労働者の格差も社会問題となっ
ている。

出所：内閣府「令和4年度経済財政報告」

Ⅱ 生産性とは何か
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1991年=100とした場合の成長率

（年次）
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④我が国の正規・非正規雇用労働者の賃金

我が国のこの10年の正規雇用労働
者と非正規雇用労働者の時給には
依然大きな隔たりがある。

2019年の一般労働者（正社員・正職
員）の時給は1976円に対し、一般労
働者（正社員・正職員以外）は1307
円である。

短時間労働者はさらに低水準にあ
る。

これは多様な働き方ではない。非正
規雇用労働者は不当な労働環境に
にあることが分かる。

出所：厚生労働省政策統括官付参事官付賃金福祉統計室「賃金構造基本統計調査」
より厚生労働省政策統括官付政策立案・評価担当参事官室において作成

Ⅱ 生産性とは何か
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単位：円

（年次）
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忘れてならないのは、行政職員も

高齢化そして減少しているということ

離職率も増加

総職員数は、対1994年比で

約48万人の減少（▲15％）

2040年代にはさらに減少予想

行政頼みの地域自治は望めない

一層のPPP・PFIやRPA・AI、BPOの
導入が必至

※総務省「令和5年地方公共団体定員管理調査結果」に基づき筆者作成

（年次）

Ⅱ 生産性とは何か

⑤地方公共団体総職員数の推移

単位（千人）
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地方自治体で働く非正規公務員の
数が2023年度は74万2725人に上り
、調査を開始した2005年度以降で最
も多くなった。

実に5人に1人が非正規公務員とい
える。

2005年度の45万5840人と比較し、
約30万人増加しており、増加の一途
を辿っている。

出所：総務省「地方公務員の臨時・非常勤職員に関する実態調査」に基づき筆者作成

（年次）

Ⅱ 生産性とは何か

⑥地方公共団体非正規職員数の推移

単位（人）
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地方公共団体職員給与は、この9年間
だけを見ても、下がり続けている。

2015年＝367,557円

→2023年＝358,824円

つまり、地方公務員は、仕事量が増え
る一方で、職員数は減り、賃金も安い
という労働環境の悪化の中にいる。

出所：総務省 令和5年地方公務員給与実態調査結果 平均給与月額（全地方公共団
体・一般行政職）に基づき筆者作成

（年次）

Ⅱ 生産性とは何か

⑦地方公共団体職員給与の推移

単位（円）
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地方公務員（会計年度任用職員）の
給与水準はさらに低い。

令和5年度の事務補助職員の平均
は1059円である。

フル（平均勤務日数20日、平均勤務
時間数７時間）に働いても、年収は
180万円以下となる。

これでは生計を立てられない。
出所：総務省「令和5年度 会計年度任用職員制度の施行状況等に関する調査結果

（任用件数等）に基づき筆者作成

Ⅱ 生産性とは何か

⑧地方公共団体職員（非正規）給与の水準

21

職種 単位：円

事務補助職員 1059

給食調理員 1079

保育所保育士 1219

教員講師(義務教育） 1548
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まとめ

・ 生産性を上げるには、生産量・付加価値を上げるか、効率を良
くしてコストを下げるしかない。

・ 我が国は付加価値も上げず、効率性も改善せず、ひたすら、
労働コストの削減によって生産性を上げようとしてきた。

・ この30年間の実質賃金成長率は主要先進国の中で最下位に
位置し、非正規雇用労働者の割合は倍増した。

・正規・非正規雇用労働者間の賃金格差も社会問題化している。

・上記のことは、地方公共団体職員にもそのまま当てはまる。

22
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Ⅲ 地方自治体の30年
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Ⅲ 地方自治体の30年

24

年 政権 主な自治体経営をめぐる動き

1985年 中曽根行革
第二臨調を受けて、自治事務次官通達により全国の地方自治体に対し、
「行政改革大綱」の策定を要請

1996年 橋本行革
NPMの世界的な潮流を受けて、三重県庁（北川正恭知事）が初めて「事務
事業評価システム」を導入

1998年 地方自治法改正により、「外部監査制度」導入

1999年
民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI
法）施行

2000年 「地方分権一括法」施行 中央省庁再編

2001年
「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（行政機関情報公開法）
施行

2001年～2006年 小泉改革
「三位一体の改革」（2004～2006年）･･･補助金の廃止・縮減、地方交付税
の改革、国から地方への税源移譲が推進される。

総務省より全国の地方自治体に 対し「集中改革プラン」の策定・公表を要
請（2005～2009年）
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Ⅲ 地方自治体の30年
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「平成の市町村合併」が推進される。（1999年～2010年）

2002年 「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（政策評価法）施行

2003年 地方自治法改正により「指定管理者制度」導入

2006年
「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」
（行政改革推進法）施行

2007年 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財政健全化法）公布

2009年～2012年 民主党政権 「事業仕分け（行政事業レビュー）」が実施される。

2014年 安倍政権 「アベノミクス」「地方創生」が推進される。

2014年
総務省より全国の地方公共団体に対して、「公共施設等総合管理計画」
の策定を要請

2014年
総務省より全国の地方公共団体に対して、公営企業の「経営戦略」の策
定を要請

2015～2017年 「地方公会計制度」導入

2020年 菅政権 地方公務員法改正により「会計年度任用職員制度」導入

2020年 地方自治法改正により「内部統制制度」導入

2021～2024 岸田政権
「デジタル自治推進計画」「デジタル田園都市国家構想」により地方自治
体のDXが推進される。

2024～ 石破政権 「新しい地方経済・生活環境創生」が推進される。
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Ⅲ 地方自治体の30年

◆我が国の行革の系譜

1980年代 中曽根行革

1990年代 橋本行革

2000年代 小泉改革

2009～12 民主党政権

2012年～アベノミクス

2020年～菅、岸田政権

※出所：平石正美「行政改革とNPMの論理と展開」『日本の公共経営―新しい行政―』（北樹出版，2014）に筆者加筆・修正

26

財政再建と小さな政府

三公社民営化

消費税導入

中央省庁再編

特殊法人改革

（独立行政法人制度・

道路公団・郵政民営化）

介護保険制度

年金改革 など

市場と規制緩和

日米構造協議

金融ビッグバン

労働者派遣拡大

会社法改正

農業への企業参入

規制改革特区

公益法人制度改革

PFI・指定管理者制度など

ガバナンス改革

外部監査制度導入

情報公開法政策評価

地方分権一括法

市町村合併 三位一体の

改革

公会計制度の導入

会計年度任用職員制度

内部統制制度

デジタル化の推進 など
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Ⅲ 地方自治体の30年

■不完全・未整備な地方自治制度の例

〇外部監査制度・・・

・外部監査は中核都市以上しか義務付けられていない。

・外部監査人は、弁護士、公認会計士、税理士等に限られ、行政書

士等は含まない。

・外部監査の対象は財務監査に限られ、行政監査を含まない。

〇行政評価・・・

・政策評価法の対象は国の機関に限られ、地方自治体は対象外。

・そのため、行政評価を実施していない自治体もある。

・そもそも統一した指標がないため、有権者が客観的に自治体を

評価できない。

27
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まとめ

・地方自治体の30年を俯瞰すると、NPMの流れを受けて、1990年代後

半から2000年代初頭までは様々な制度が導入されたが、その後は、

大きな動きとなっていない。

・行革は「財政再建と小さな政府」だけを指すのではなく、「市場と規制

緩和」「ガバナンス改革」をも指す。

・近年の国の動きを見ていると、付焼刃的・対症療法的な政策が目立

つ。

・20年前につくられた制度も制度疲労を起こし、そもそも不完全・未整

備な地方自治制度も多い。

28
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Ⅳ 失われた30年の要因

ー何が改革を阻害してきたのかー

29
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現在になって、運輸業界をはじめと
する担い手不足が露呈しているが、
我が国の人口は2004年をピークに
減少しており、人口減少・超少子高
齢社会の到来は予測できたことであ
った。

にも関わらず、真剣にその対策を取
ることを怠ってきた。

対策とは少子化対策のみならず、公
共施設の合理化や既存の団体・事
業のスクラップアンドビルドも指す。

出所：総務省「我が国における総人口の長期的推移」

Ⅳ 失われた30年の要因

①人口減少・超少子高齢社会は2005年から始まっていた。

30
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1995年には世界GDPの約18％を占め
た我が国のGDPは、2018年現在は約6
％までに低下した。

この間、抜本的な産業・社会構造の転
換、生産性の向上を怠ってきた。

生産性の向上は、真の改革・改善では
なく、目先の人件費カットに終始してき
た。

出所：経済産業省「通商白書」

Ⅳ 失われた30年の要因

②GDPの低下は1996年から始まっていた。

31
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政府は何もしてこなかったわけでは
ないという反論もあろう。

確かに、補助金は支出され続けてき
た。

しかし、それはどこにいったのだろう
か？

どこに効果をもたらしたのだろうか
？

“中抜き”と“既得権益保護”に注ぎ
込まれただけで、生産性の向上に
はつながらなかったのが実態ではな
いか？

出所：内閣府「国民経済計算」に基づき筆者作成

Ⅳ 失われた30年の要因

③補助金は支出され続けてきたが・・・

32
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一番伸びているのは、サービ
ス業。

その中でも、「医療・福祉」

「サービス業（他に分類され
ないもの」の伸びが大きい。

「他に分類されないもの」に
は「労働者派遣業」が含まれ
る。

「学術研究・専門・技術サー
ビス業」には、「広告代理業」
や「経営コンサルタント」も含
まれる。

出所：総務省「国勢調査」に基づき筆者作成

Ⅳ 失われた30年の要因

④産業別就業人口で一番伸びているのはサービス業

33
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まとめ

・ドライバー不足に代表される担い手不足は今になって社会問題化し

ているが、人口減少は2000年代初頭から始まっていた。GDPの相対

的な地位低下は1990年から始まっていた。

・この間、我が国は抜本的な産業・社会構造の変革に努めてこなかっ

た。努めたのは、労働コストの削減だけだった。

・しかし、この間も政府からの補助金は支出され続けてきた。

・それらは、実質的な生産性の向上や産業・社会構造の変革にはつな

がらず、結果的に“中抜き”と“既得権益保護”に消費されただけであ

った。

・この構造は地方にもそのまま当てはまる。
34
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Ⅴ 地方公会計とは何か

35



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

Ⅴ 地方公会計とは何か

我が国の官公庁における会計は今も単式簿記であるが、総務省より全国の地
方自治体に対し、2016年度決算から、複式簿記に基づく地方公会計の導入が
要請された。

その契機となったのは、2006年の夕張市の財政破綻、2012年の中央自動車道
笹子トンネルの崩落事故である。

地方公会計の概念図

会計

営利会計

非営利会計

企業会計
（複式簿記）

地方公会計
（単式簿記）
（複式簿記）

36
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Ⅴ 地方公会計とは何か

●現金収支と公会計収支の関係

税収・国県補助金などの収入
前年度

繰越金
収入

赤字

支出 物件費などの現金支出
基金など金融

資産の増減

地方債

の増減

インフラなどの

社会資本整備支出

実質単年度収支は赤字だが、決算書上は前年度繰越金を収入とするので、 単年度収支は
見た目は黒字。

１．現金収支

２．公会計収支

収入

コスト

税収・国県補助金などの収入

物件費などの現金支出 引当金の増減 減価償却費

37
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Ⅴ 地方公会計とは何か

◆財務4表

① 貸借対照表

② 行政コスト計算書

③ 純資産変動計算書

④ 資金収支計算書

◆財務諸表は4表×3会計（一般会計、全体会計、連結会計）ある。

◆財務4表は、類似団体と比較したり、指標を組み合わせたりするこ

   とで本当の姿が見えてくる。総務省は、住民一人あたり資産額、住

   民一人当たり行政コスト、有形固定資産減価償却率、受益者負担

   比率など9つの指標を分析し、公表している。

●地方公会計における財務諸表

企業会計でいう損益計算書（行革で最も着目すべき点）

38
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表×3つの会計

一般会計
特別会計

（公営企業等）

一部事務組合、
広域連合、三セク

等

一般会計等

全体会計

連結会計

中核的な傾向を把握

全体的な傾向を把握

グループの傾向を把握

39
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表

貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点で、地方公共団体がどのような資
産を保有しているのかと（資産保有状況）、その資産がどのような財源でま
かなわれているのかを（財源調達状況）、対照表示した財務書類である。

①貸借対照表（バランスシート）

資産

固定資産

事業用資産（▲減価償却累計額）
インフラ資産（▲減価償却累計額）
物品（▲減価償却累計額）

流動資産

現金・預金
財政調整基金

負債

固定負債
地方債

流動負債
賞与等引当金

純資産

資産合計 負債・純資産合計

・資産の老朽化は進んでいるのか

・基金の残高は十分か

・将来世代への負担（負債）は

どれくらいあるのか

・純資産はどのくらいあるのか

等、地方公共団体の財政状態（資
産・負債・純資産といったストッ
ク項目の残高）が明らかになる。
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表

行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的
な行政活動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性の
ある使用料・手数料などの収益（経常的な収益）を対比させた財務書類であ
る。

②行政コスト計算書

・性質別に何にコストがかかって

いるのか

・年間のコストはどのくらいか

・コストに対して、使用料・手数

料等はどのくらいか

等、経常的な活動について税収等
でまかなうべき行政コスト（純経
常費用（純経常行政コスト））が
明らかにされる。

経常費用
人件費
物件費
維持補修費
補助金等
減価償却費
社会保障給付
他会計への繰出金

臨時損失
臨時利益

純行政コスト

経常収益
使用料及び手数料
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表

純資産変動計算書は、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金など
の特定財源を純資産の増加要因として直接計上し、行政コスト計算書で算出
された純経常費用（純経常行政コスト）を純資産の減少要因として計上する
ことなどを通じて、1年間の純資産総額の変動を示した財務書類である。

③純資産変動計算書

・コストは財源で賄うことができ

ているか

・財源で賄われていなければ、そ

の年は赤字であったといえる

・結果的に、純資産を増やすこと

が出来たか

等、貸借対照表の純資産の部に計
上されている各項目が、1年間で
どのように変動したかが明らかに
される。

期首純資産残高

財源
税収等
国県等補助金

純資産

純行政コスト

本年度差額
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表

資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現
金等の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類であ
る。現金等の収支の流れを表したものであることから、キャッシュ・フロー
計算書とも呼ばれる。

④資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

・業務活動収支＋

・投資活動収支△

・財務活動収支△

が理想とされる。

業務活動収支と投資活動収支のバ
ランスを基礎的財政収支（プライ
マリーバランス）という。

業務活動収支
業務支出・・・人件費、物件費
移転支出・・・補助金支出
業務収入･･･税収等、国県等補助金

投資活動収支
投資及び出資金支出、基金積立金支出
資産売却収入

財務活動収支
地方債償還支出
地方債発行収入

前年度末歳計外現金残高
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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Ⅴ 地方公会計とは何か ●財務4表の見方のポイント

※筆者作成

資産
固定資産

事業用資産（▲減価償却累計額）
インフラ資産（▲減価償却累計額）
物品（▲減価償却累計額）

流動資産
現金・預金
財政調整基金

負債
固定負債

地方債
流動負債

賞与等引当金

純資産

貸借対照表（バランスシート） 純資産変動計算書

期首純資産残高

純行政コスト
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額

純資産

資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

業務活動収支
業務支出・・・人件費、物件費
移転支出・・・補助金支出
業務収入･･･税収等、国県等補助金

投資活動収支
投資及び出資金支出、基金積立金支出
資産売却収入

財務活動収支
地方債償還支出
地方債発行収入

行政コスト計算書

経常費用
人件費、物件費
維持補修費
補助金等
減価償却費
社会保障給付
他会計への繰出金

経常収益
使用料及び手数料

臨時損失
臨時利益

純行政コスト

前年度末歳計外現金残高
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高
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資産合計／住民基本台帳人口

住民一人当たり資産額の大きな減少は、資産圧縮に

取り組んだ結果である場合と、施設等の老朽化に

より有形固定資産の金額が減少している場合など

がある

資産合計／歳入総額
当該年度の歳入総額に対する資産合計の比率を

算出し、これまでに形成されたストックとしての資産

が、歳入の何年分に相当するかを表す指標。

減価償却累計額／

有形固定資産合計 － 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額

資産の耐用年数に対して、資産の取得からどの程度

経過しているかを表す指標。

Ⅴ 地方公会計とは何か ●代表的な財務指標

①住民一人あたり資産額

②歳入額対資産比率

③有形固定資産減価償却率
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純資産／資産合計

純資産の増加は、過去及び現世代の負担により

将来世代が利用可能な資源を蓄積したことを表す

一方、純資産の減少は、将来世代が利用可能な

資源を過去及び現世代が消費して便益を享受して

いると捉えることができる。

地方債残高 ／

 有形・無形固定資産合計

財源のうち将来の償還等が必要な負債による調達

割合（公共資産等形成充当負債の割合）を算出し、

社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を

表す指標。

純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

純行政コストは、地方公共団体の行政活動に係る

人件費や物件費等の費用について、発生主義に基

づき退職手当引当金繰入額や減価償却費などを

含めてフルコストで表示したもの。

Ⅴ 地方公会計とは何か ●代表的な財務指標

④純資産比率

⑤将来世代負担比率

⑥住民一人当たり行政コスト
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負債合計／住民基本台帳人口 負債には地方債残高のほか、退職手当引当金や

未払金など、発生主義により全ての負債が含まれて

いる。

業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

業務活動収支及び投資活動収支の合算額を算出し

、その時点で必要とされる政策的経費をその時点の

税収等でどれだけまかなえているかを表す。

経常収益 ÷ 経常費用
経常収益（使用料・手数料などの行政サービスに

係る受益者負担の金額）に対する経常費用

（行政サービス提供に係る負担）の比率を算出し、

行政サービスの提供に対する受益者の直接的な

負担の割合を表した指標。

Ⅴ 地方公会計とは何か ●代表的な財務指標

⑦住民一人当たり負債額

⑧基礎的財政収支

⑨受益者負担比率
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Ⅵ 地方公会計による財務分析の例（米原市の例）
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住民一人当たり資産額（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの資産があるのか
算定式 ：資産合計÷人口（住民基本台帳人口）

358.6 

317.6 

311.1 

303.7 

295.6 

252.7 

251.5 

243.2 

234.8 

234.4 

233.1 

225.9 

224.2 

219.7 

214.6 

199.7 

174.2 

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0

高島市

長浜市

全国_都市Ⅰ－２平均

甲賀市

米原市

近江八幡市

滋賀県13市平均

全国5～10万人平均

東近江市

大津市

彦根市

守山市

草津市

近畿5～10万人平均

野洲市

栗東市

湖南市

令和３年：全体会計

360.5 

353.5 

330.7 

315.7 

312.1 

263.4 

255.1 

253.7 

246.9 

240.8 

237.7 

234.4 

233.1 

230.4 

229.2 

204.6 

188.1 

0.0 100.0 200.0 300.0 400.0

高島市

長浜市

甲賀市

全国_都市Ⅰ－２平均

米原市

滋賀県13市平均

近江八幡市

全国5～10万人平均

東近江市

大津市

彦根市

守山市

近畿5～10万人平均

野洲市

草津市

栗東市

湖南市

令和３年：連結会計

242.7 

233.3 

226.6 

201.0 

176.9 

172.8 

171.7 

171.4 

170.0 

163.7 

163.6 

162.5 

145.5 

144.5 

143.8 

134.1 

103.6 

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0

高島市

長浜市

全国_都市Ⅰ－２平均

甲賀市

全国5～10万人平均

近江八幡市

守山市

大津市

滋賀県13市平均

東近江市

米原市

草津市

栗東市

近畿5～10万人平均

彦根市

野洲市

湖南市

令和３年：一般会計
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50

歳入額対資産比率（年）

4.4 

3.9 

3.9 

3.8 

3.7 

3.6 

3.5 

3.5 

3.4 

3.3 

3.2 

3.2 

2.8 

2.8 

2.6 

2.6 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

長浜市

大津市

守山市

甲賀市

草津市

全国_都市Ⅰ－２平均

高島市

栗東市

滋賀県13市平均

東近江市

全国5～10万人平均

近江八幡市

近畿5～10万人平均

彦根市

野洲市

米原市

湖南市

令和３年：一般会計

3.6 

3.5 

3.5 

3.3 

3.2 

3.2 

3.1 

3.1 

3.1 

3.1 

3.0 

2.9 

2.7 

2.5 

2.5 

2.5 

2.3 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0

甲賀市

守山市

草津市

長浜市

大津市

高島市

栗東市

全国_都市Ⅰ－２平均

米原市

東近江市

滋賀県13市平均

全国5～10万人平均

近畿5～10万人平均

彦根市

近江八幡市

湖南市

野洲市

令和３年：全体会計

3.9 

3.1 

3.1 

3.0 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

2.7 

2.7 

2.6 

2.3 

2.3 

2.2 

2.1 

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

近畿5～10万人平均

守山市

草津市

長浜市

甲賀市

米原市

栗東市

全国5～10万人平均

東近江市

高島市

全国_都市Ⅰ－２平均

滋賀県13市平均

大津市

彦根市

近江八幡市

湖南市

野洲市

令和３年：連結会計



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

51

有形固定資産減価償却率（％）
指標の定義：資産が耐用年数の何割を経過しているのか（＝老朽化率）
算定式 ：減価償却累計額÷（有形固定資産合計ー土地等の非償却資産＋減価償却累計額）

57.8 

55.9 

53.7 

53.5 

52.9 

52.5 

52.0 

51.0 

50.9 

49.0 

48.6 

48.2 

46.0 

46.0 

43.5 

42.4 

42.3 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

高島市

長浜市

全国_都市Ⅰ－２平均

近畿5～10万人平均

栗東市

全国5～10万人平均

大津市

東近江市

湖南市

滋賀県13市平均

甲賀市

近江八幡市

草津市

守山市

野洲市

彦根市

米原市

令和３年：連結会計

57.8 

56.4 

55.5 

53.9 

53.2 

52.7 

52.3 

51.3 

51.1 

49.2 

49.1 

48.3 

46.3 

46.1 

43.1 

42.2 

41.8 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

高島市

長浜市

全国_都市Ⅰ－２平均

全国5～10万人平均

近畿5～10万人平均

栗東市

大津市

湖南市

東近江市

甲賀市

滋賀県13市平均

近江八幡市

守山市

草津市

野洲市

彦根市

米原市

令和３年：全体会計

65.8 

65.0 

64.8 

63.5 

62.4 

60.4 

60.3 

60.0 

59.1 

58.7 

58.6 

58.4 

57.0 

55.1 

54.6 

52.9 

52.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

高島市

湖南市

近畿5～10万人平均

全国_都市Ⅰ－２平均

全国5～10万人平均

長浜市

栗東市

大津市

近江八幡市

米原市

甲賀市

滋賀県13市平均

彦根市

東近江市

守山市

草津市

野洲市

令和３年：一般会計
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52

純資産比率（％）
指標の定義：資産と負債の差額（純資産）の割合。負債は将来世代の負担を表し、純資産は

現世代の負担を表す
算定式 ：純資産合計÷資産合計

79.9 

79.3 

77.4 

73.9 

73.2 

73.2 

70.0 

68.9 

68.7 

68.0 

67.3 

63.4 

63.2 

59.5 

55.3 

51.8 

50.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

長浜市

近江八幡市

草津市

守山市

高島市

大津市

全国5～10万人平均

甲賀市

全国_都市Ⅰ－２平均

東近江市

滋賀県13市平均

彦根市

近畿5～10万人平均

栗東市

野洲市

米原市

湖南市

令和３年：一般会計

73.6 

66.4 

63.0 

62.5 

59.8 

58.8 

57.1 

55.1 

55.0 

54.3 

53.4 

49.9 

49.7 

49.6 

44.8 

37.5 

35.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

大津市

草津市

守山市

長浜市

近江八幡市

全国5～10万人平均

全国_都市Ⅰ－２平均

東近江市

甲賀市

滋賀県13市平均

高島市

近畿5～10万人平均

栗東市

野洲市

彦根市

湖南市

米原市

令和３年：全体会計

72.9 

65.8 

62.5 

61.1 

59.7 

57.3 

56.0 

55.6 

54.2 

53.5 

53.2 

50.8 

50.0 

49.2 

45.7 

37.0 

36.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

大津市

草津市

守山市

長浜市

近江八幡市

全国5～10万人平均

東近江市

全国_都市Ⅰ－２平均

滋賀県13市平均

高島市

甲賀市

野洲市

近畿5～10万人平均

栗東市

彦根市

米原市

湖南市

令和３年：連結会計
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住民一人当たり行政コスト（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの行政コストがかかっているのか
算定式 ：純行政コスト÷人口（住民基本台帳人口）

53.4 

49.6 

49.0 

46.9 

44.1 

41.8 

40.1 

39.6 

39.3 

39.1 

39.0 

38.8 

36.3 

35.3 

34.1 

33.2 

32.1 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

高島市

全国_都市Ⅰ－２平均

米原市

長浜市

甲賀市

全国5～10万人平均

滋賀県13市平均

近畿5～10万人平均

東近江市

野洲市

彦根市

近江八幡市

湖南市

草津市

大津市

守山市

栗東市

令和３年：一般会計

75.7 

68.3 

68.2 

66.9 

62.3 

59.4 

58.1 

56.7 

56.0 

55.7 

54.7 

54.7 

51.9 

50.7 

49.0 

46.5 

44.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

高島市

米原市

全国_都市Ⅰ－２平均

長浜市

甲賀市

全国5～10万人平均

近畿5～10万人平均

滋賀県13市平均

近江八幡市

東近江市

彦根市

野洲市

湖南市

大津市

草津市

守山市

栗東市

令和３年：全体会計

89.7 

81.4 

80.8 

79.1 

72.0 

70.0 

69.6 

67.4 

67.0 

66.8 

65.2 

65.0 

63.3 

59.1 

56.6 

54.0 

51.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

高島市

米原市

全国_都市Ⅰ－２平均

長浜市

甲賀市

近畿5～10万人平均

全国5～10万人平均

近江八幡市

滋賀県13市平均

野洲市

東近江市

彦根市

大津市

湖南市

草津市

守山市

栗東市

令和３年：連結会計
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住民一人当たり負債額（万円）
指標の定義：住民一人当たりどのくらいの負債があるのか
算定式 ：負債÷人口（住民基本台帳人口）

196.6 

167.7 

154.8 

137.7 

129.1 
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滋賀県13市平均

湖南市
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野洲市

東近江市

栗東市

近江八幡市

全国5～10万人平均

守山市

草津市

大津市

令和３年：連結会計

190.8 

167.2 

136.6 

128.8 

124.4 

119.0 

114.4 

108.8 

108.2 

106.8 
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83.7 
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近江八幡市

栗東市

全国5～10万人平均

守山市

草津市

大津市

令和３年：全体会計
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令和３年：一般会計
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基礎的財政収支（百万円）

5,201 

4,712 

4,072 

4,017 

3,508 

2,835 

2,349 
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守山市

彦根市

令和３年：一般会計

10,596 

10,305 

7,407 

6,707 
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令和３年：連結会計
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令和３年：全体会計
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受益者負担比率（％）
指標の定義：行政サービスを提供するために必要なコストに対する受益者の負担割合
算定式 ：経常収益÷経常費用

23.8 

21.7 

20.2 
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17.8 

17.3 
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令和３年：連結会計
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令和３年：全体会計
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令和３年：一般会計
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Ⅶ 郵便局と社会指標の相関分析の例

（米原市の例）

57
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郵便局数（設置率）×人口減少率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

5年間の人口

増減率

大津市 4.4 1.2

彦根市 3.0 0.0

長浜市 2.3 -3.9

近江八幡市 1.6 -0.2

草津市 2.8 4.9

守山市 1.5 4.2

栗東市 2.0 3.1

甲賀市 1.3 -2.8

野洲市 1.0 1.3

湖南市 1.8 0.3

高島市 1.4 -7.3

東近江市 1.5 -1.2

米原市 1.7 -3.9

日野町 1.6 -4.2

竜王町 0.7 -5.2

愛荘町 1.0 0.6

豊郷町 2.6 -3.9

甲良町 0.8 -9.6

多賀町 1.5 -1.1

平均 1.8 -1.5

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

東近江市

米原市

日野町
竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

y = 1.5869x - 4.3393
R² = 0.1389
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郵便局数（設置率） ×高齢化率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

人口構成比

_65歳以上

大津市 4.4 27.0

彦根市 3.0 25.2

長浜市 2.3 28.9

近江八幡市 1.6 27.9

草津市 2.8 21.6

守山市 1.5 22.0

栗東市 2.0 19.2

甲賀市 1.3 28.4

野洲市 1.0 26.3

湖南市 1.8 24.7

高島市 1.4 36.1

東近江市 1.5 27.0

米原市 1.7 30.0

日野町 1.6 30.9

竜王町 0.7 28.2

愛荘町 1.0 23.2

豊郷町 2.6 28.1

甲良町 0.8 33.6

多賀町 1.5 34.9

平均 1.8 27.5
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彦根市
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近江八幡市
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豊郷町

甲良町

多賀町

y = -1.268x + 29.839
R² = 0.0652
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郵便局数（設置率） ×独居世帯率（一人暮らし）

市町村名
10km2あたり

郵便局数
単独世帯率

大津市 4.4 32.7

彦根市 3.0 35.7

長浜市 2.3 28.2

近江八幡市 1.6 26.7

草津市 2.8 45.6

守山市 1.5 26.7

栗東市 2.0 25.8

甲賀市 1.3 28.2

野洲市 1.0 28.1

湖南市 1.8 33.6

高島市 1.4 26.6

東近江市 1.5 29.9

米原市 1.7 22.2

日野町 1.6 28.9

竜王町 0.7 32.2

愛荘町 1.0 30.1

豊郷町 2.6 27.9

甲良町 0.8 20.8

多賀町 1.5 19.0

平均 1.8 28.9
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郵便局数（設置率）×出生率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
出生率

大津市 4.4 6.8

彦根市 3.0 6.2

長浜市 2.3 5.8

近江八幡市 1.6 6.5

草津市 2.8 7.2

守山市 1.5 7.8

栗東市 2.0 10.9

甲賀市 1.3 5.5

野洲市 1.0 6.8

湖南市 1.8 5.3

高島市 1.4 4.4

東近江市 1.5 6.2

米原市 1.7 5.1

日野町 1.6 4.5

竜王町 0.7 3.6

愛荘町 1.0 6.5

豊郷町 2.6 5.9

甲良町 0.8 2.7

多賀町 1.5 6.3

平均 1.8 6.0
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郵便局数（設置率）×婚姻率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
婚姻率

大津市 4.4 3.5

彦根市 3.0 3.9

長浜市 2.3 3.5

近江八幡市 1.6 4.3

草津市 2.8 3.8

守山市 1.5 3.6

栗東市 2.0 6.0

甲賀市 1.3 3.1

野洲市 1.0 4.3

湖南市 1.8 3.4

高島市 1.4 3.1

東近江市 1.5 3.7

米原市 1.7 2.7

日野町 1.6 3.1

竜王町 0.7 2.6

愛荘町 1.0 4.1

豊郷町 2.6 3.4

甲良町 0.8 3.0

多賀町 1.5 2.5

平均 1.8 3.6
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郵便局数（設置率）×運転免許の自主返納率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

運転免許の自

主返納率

大津市 4.4 1.7

彦根市 3.0 1.6

長浜市 2.3 1.4

近江八幡市 1.6 1.7

草津市 2.8 1.7

守山市 1.5 1.8

栗東市 2.0 1.8

甲賀市 1.3 1.3

野洲市 1.0 1.5

湖南市 1.8 1.4

高島市 1.4 1.4

東近江市 1.5 1.2

米原市 1.7 1.2

日野町 1.6 1.0

竜王町 0.7 1.0

愛荘町 1.0 1.2

豊郷町 2.6 1.2

甲良町 0.8 1.3

多賀町 1.5 1.1

平均 1.8 1.4
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郵便局数（設置率）×市町村民所得成長率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

市町村民所得

成長率

大津市 4.4 101.6

彦根市 3.0 101.5

長浜市 2.3 101.3

近江八幡市 1.6 101.8

草津市 2.8 103.3

守山市 1.5 102.3

栗東市 2.0 100.9

甲賀市 1.3 100.7

野洲市 1.0 101.9

湖南市 1.8 102.1

高島市 1.4 101.1

東近江市 1.5 101.1

米原市 1.7 101.7

日野町 1.6 101.5

竜王町 0.7 98.5

愛荘町 1.0 102.8

豊郷町 2.6 100.9

甲良町 0.8 99.9

多賀町 1.5 101.7

平均 1.8 101.4
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郵便局数（設置率）×産業別（運輸・郵便業）成長率

市町村名
10km2あたり

郵便局数
産業別成長率

大津市 4.4 104.3

彦根市 3.0 106.7

長浜市 2.3 105.6

近江八幡市 1.6 105.6

草津市 2.8 102.1

守山市 1.5 109.8

栗東市 2.0 107.3

甲賀市 1.3 108.1

野洲市 1.0 104.6

湖南市 1.8 107.2

高島市 1.4 103.5

東近江市 1.5 106.0

米原市 1.7 104.8

日野町 1.6 98.7

竜王町 0.7 113.7

愛荘町 1.0 110.3

豊郷町 2.6 100.2

甲良町 0.8 104.2

多賀町 1.5 106.0

平均 1.8 105.7

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

草津市

守山市

栗東市甲賀市

野洲市

湖南市

高島市

東近江市

米原市

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

y = -1.423x + 108.31
R² = 0.1333

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

108.0

110.0

112.0

114.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

産
業
別
成
長
率

10km2あたり郵便局数（設置率）

産業別（運輸・郵便業）成長率



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

66

郵便局数（設置率）×支所・出張所率
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10km2あたり

郵便局数

支所・出張所

率

大津市 4.4 1.3

彦根市 3.0 0.5

長浜市 2.3 0.7

近江八幡市 1.6 0.1

草津市 2.8 0.0

守山市 1.5 0.2

栗東市 2.0 0.0

甲賀市 1.3 2.6

野洲市 1.0 0.0

湖南市 1.8 1.1

高島市 1.4 1.1

東近江市 1.5 0.6

米原市 1.7 1.9

日野町 1.6 0.0

竜王町 0.7 0.0

愛荘町 1.0 0.0

豊郷町 2.6 0.0

甲良町 0.8 0.0

多賀町 1.5 1.4

平均 1.8 0.6



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター

67

郵便局数（設置率）×スーパー・コンビニエンスストア率

市町村名
10km2あたり

郵便局数

スーパー・コ

ンビニエンス

ストア率

大津市 4.4 3.9

彦根市 3.0 5.0

長浜市 2.3 5.5

近江八幡市 1.6 7.5

草津市 2.8 4.8

守山市 1.5 4.1

栗東市 2.0 5.4

甲賀市 1.3 4.8

野洲市 1.0 4.8

湖南市 1.8 4.8

高島市 1.4 5.0

東近江市 1.5 4.2

米原市 1.7 7.5

日野町 1.6 3.8

竜王町 0.7 7.6

愛荘町 1.0 4.3

豊郷町 2.6 5.6

甲良町 0.8 7.9

多賀町 1.5 6.9

平均 1.8 5.4

大津市

彦根市

長浜市

近江八幡市

草津市

守山市

栗東市

甲賀市

野洲市
湖南市

高島市

東近江市

米原市

日野町

竜王町

愛荘町

豊郷町

甲良町

多賀町

y = -0.5375x + 6.4113
R² = 0.1246

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0

ス
ー
パ
ー
・
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
率

10km2あたり郵便局数（設置率）

スーパー・コンビニエンスストア率



本資料の内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法および国際条約により保護されています。

Copyright© 2014 Shiga University Social Cooperation Research Center. All rights reserved. No  reproduction or republication without written permissions

滋賀大学社会連携センター
まとめ

・支所機能業務の移転など、自治体との協働を目指す郵便局にとって

は、自治体の経営状況を把握することが重要である。

・自治体の経営状況を把握するためには、地方公会計に基づく財務

分析が有効である。

・地域の状況を把握するためにも、科学的・客観的な社会指標で捉え

  ることが重要である。

・郵便局の重要性を示すためには、上記の財務指標や社会指標と郵

便局に関する相関分析等でエビデンスを示していくことが重要である。
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【お問い合わせ先】

〒522-8522 滋賀県彦根市馬場１－１－１

滋賀大学 経済学部／社会連携センター

横山 幸司 研究室

TEL/FAX 0749-27-1096

Email  kouji-y@biwako.shiga-u.ac.jp
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